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序     文 
 

トルコ共和国は様々な鉱物資源を胚胎する地質環境を有しており、鉱物資源調査・探査総局（MTA）

が中心となって露頭鉱床の探査・開発が行われていますが、今後はより広域的な地形・地質情報に基

づいた潜頭鉱床の探査が必要とされています。 

また、MTA では自然災害や鉱業分野における環境保全に関する基礎研究として活断層調査や地形変

化モニタリングにもリモートセンシング技術を利用しており、これら分野における解析技術の高度化

も課題とされています。 

 かかる背景のもと、トルコ共和国政府は、先進的なリモートセンシング技術及びそれに必要な設備

を導入することにより、より効率的に地質・地形情報などの調査を目的とするプロジェクト方式技術

協力を我が国に要請しました。 

これに対して我が国は、基礎調査及び三度の短期調査を行い、情報収集した結果、支援の必要性が

認められたため、MTA リモートセンシングセンターの鉱物資源探査技術及び環境・ハザード地域解析

技術の向上を目的とした本プロジェクト「地質リモートセンシング」を 2002 年８月から４年間の予定

で実施する旨を R/D に取りまとめ、JICA トルコ事務所及びトルコ共和国側とで合意、署名・交換しま

した。 

本報告書は、プロジェクトの終了を約５ヵ月後に控えた時点において、本プロジェクトの活動実績、

カウンターパートへの技術移転の進捗状況や達成度に関して、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、

インパクト、自立発展性）の観点から日本・トルコ共和国側双方で評価を行い、プロジェクト活動の

方向性について協議した結果を取りまとめたものです。 

本報告書が今後の類似案件の展開に広く活用されることを願うとともに、本調査団の派遣に対して

ご協力頂いた内外関係機関の方々に深甚の謝意を表します。 

 

 平成 18 年５月 

 

独立行政法人国際協力機構   

理事 伊沢 正  
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略 語 表 

ALOS Advanced Land Observing Satellite 
陸域観測技術衛星 

地図作成、災害状況把握、資源探査等を主目的とし、高分解能の陸域観測データ

を全地球的規模で収集する世界最大級の地球観測衛星。 

ASTER Advanced Spaceborne Thermal Emission and Reflection Radiometer 
アメリカ航空宇宙局（NASA）と日本経済産業省との共同プロジェクトにより開

発された資源探査用の光学センサ。高空間分解能、可視～熱赤外域の幅広い波長

幅を持つバンド構成、同一軌道による立体視機能等、従来のセンサと比較し、優

れた特徴を有している。放射計部分は、可視近赤外（VNIR）、短波長赤外（SWIR）、
熱赤外（TIR）のサブシステムより構成されている。 

DEM Digtal Elevation Model 
デジタル標高モデル 

標高を三次元座標でデジタル表現するモデルをいう。最小単位をピクセル（小さ

な正方体）とし、そのピクセルごとに地表面の標高値が入力されている。 

MTA General Directorate of Mineral Research and Exploration 
トルコ鉱物資源調査･探査総局 

MTA/RSC MTA/Remote Sensing Center 
トルコ鉱物資源調査・探査総局リモートセンシングセンター 

PALSAR Phased Array type L-band Synthetic Aperture Radar 
フェーズドアレイ方式 L バンド合成開口レーダ 

地球資源衛星１号（JERS-1）の SAR の後継機。マルチ偏波（マルチポラリメト

リー）モードなど、より高度化された観測技術によって、資源探査をはじめ、地

球環境状況の把握、災害状況の把握等において、大きな貢献をすることが期待さ

れている。 

SWIR Short Wave Infrared Radiometer 
短波長赤外放射計 

地表からの太陽反射光を検出する高分解能、多バンドの光学センサ。SWIR は、

空間分解能 30m の JERS-1/OPS の短波長赤外放射計（SWIR）を継承するセンサ

であり、岩石、鉱物、植物等のより精密なデータの取得を目的とする。 

TIR Thermal Infrared Radiometer  
熱赤外放射計 

地球からの熱赤外線放射を５バンドで高精度に観測するための熱赤外放射計で

あり、熱放射特性を利用して鉱物資源の判別や大気、地表面、海面状態の観測を

主な目的としている。 

VNIR Visible and Near-infrared Radiometer 
可視近赤外放射計 

可視バンドから近赤外バンドまでの地表の太陽反射光を検出してマルチスペク

トラム画像を作成する高性能、高分解能の光学センサ。資源探査、国土調査、植

生、環境保護、災害防止等を主な目的としている。 

 



評価結果要約表 

１．案件の概要 

国名：トルコ国 案件名：地質リモートセンシングプロジェクト

分野：鉱業・防災・環境 援助形態：プロジェクト方式技術協力 

所轄部署：経済開発部第二グループ 

     資源・省エネルギーチーム 

協力金額（評価時点）：約 4.3 億円（評価時点）

協力期間 （R/D）：2002.8.1～2006.7.31 先方関係機関：鉱物資源調査・探査総局（MTA）

  日本側協力機関：国際協力機構（JICA） 
１－１ 協力の背景と概要 

トルコは種々の鉱物資源を胚胎する地質環境を有し、鉱物資源調査・探査総局（MTA）が中心と

なり、鉱物資源探査が行なわれてきた。過去の開発により国内の露頭鉱床はほぼ開発しつくし、広

域的な地形・地質情報に基づく潜頭鉱床探査が求められてきたことから、MTA は 1975 年にリモー

トセンシング部門を設立し、独自で技術導入を図ってきた。しかしながら、現有の技術および設備

では効率的な潜頭鉱床の探査の画像解析やデータ処理が十分とは言えず、中・長期的な資源確保の

探査活動を行なう上で障害となっている。また、近年は世界的にも活断層調査や地形変化モニタリ

ングにもリモートセンシングの利用が図られる傾向にあり、MTA においても、これらの部門におけ

る解析技術の高度化も課題となっている。かかる背景のもと、トルコ政府は先進的なリモートセン

シング技術の導入による鉱物資源探査促進および自然災害防止・環境保全を目的とした技術協力を

我が国に対し要請した。これを受けて 2002 年８月より本プロジェクトが実施されている。 

 

１－２ 協力内容 

（１）上位目標 

MTA/RSC（リモートセンシングセンター）がトルコおよび近隣諸国へ先進的リモートセンシ

ングのサービスの提供を行なう中心的な役割を果たす。 

 

（２）プロジェクト目標 

MTA/RSC は ASTER および（／または）PALSAR のような先進的リモートセンシングのセン

サーによって収集されたデータを用いて、鉱物資源探査、自然災害防止および環境保全を目的

とした地質学的な解析ができるようになる。 
 

（３）成果 

１．プロジェクトの活動単位（RSC）が確立される。 
２．衛星データの利用に必要な装置および衛星データが適切に稼動・維持される。 
３．鉱物資源探査のための ASTER データの画像処理がカウンターパートにより実行できる。 
４．ASTER データを利用した鉱物資源探査の事例が蓄積される。 
５．GIS による空間解析がカウンターパートにより行なわれる。 
６．カウンターパートは、SAR および ASTER の信頼できる成果物を MTA その他の関係機関の

職員による災害解析の向上のために提供できる。 

７．カウンターパートは最新のリモートセンシングデータの信頼できる成果物を MTA その他

の関係機関の職員による環境解析の向上のために提供できる。 
８．リモートセンシングセンターは研修コース実施のために必要な技術的な支援が提供できる。

 

（４）投入（実績） 

日本側 

長期専門家 ５ 名 機材供与   89,250 千円 



 
短期専門家 14 名    

研修員受入 ８ 名     

相手国側： 

カウンターパート配置 フルタイム 

パートタイム

８名 

５名 

土地・施設提供 

ローカルコスト 

執務室・機材・インターネット等 

1,003 千トルコリラ 

２．評価調査団の概要 

調査者（担当分野：氏名：職位） 

総括／団長 名久井 恒司 国際協力機構経済開発部 技術審議役 

リモートセンシング技術 鈴木 洋介 財団法人国際鉱物資源開発協力協会 

理事／国際協力本部長 

調査企画 池原 いつか 国際協力機構経済開発部第二グループ 

資源・省エネルギーチーム 

評価分析 熊谷 研一 有限会社インターナショナル・コンサルティングサー

ビス 代表取締役 

調査期間 2006 年２月 19 日～2006 年３月５日 評価種類 終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

・当初計画に沿って長期専門家及び熱赤外解析、DEM 処理等の分野に関する短期専門家が派遣

された。また、画像処理に必要なソフトウェア等の機材が予定通り設置された。 

・計画された活動はほぼすべて実施される見込みである。ただし、PALSAR を搭載した衛星の打

上げが遅れるという外部要因により InSAR の多時期データの取得はプロジェクト期間中には

困難であり、成果６の一部は当初のプロジェクト期間内では未完となる見込みである。 

・カウンターパートはケーススタディや他部署からの依頼により、画像処理から GIS の提供まで

の諸作業を実施し、探鉱や防災・環境に必要な地質解析を行い、それらのプロダクツを提供で

きる能力を身に着けており、プロジェクト目標は概ね達成される見込みである。また、RSC に

よって作成されたカリキュラムや教材を用いて国内外の関係機関に対して各種の研修が実施

されており、RSC が本分野で中心的な役割を果たしつつあると言えるが、とりわけ防災・環境

分野は他省庁に所掌がまたがることから、リモートセンシングの積極的な活用については、今

後もより緊密な連携が望まれる。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

第８次国家開発計画（2001-2005 年）はトルコの長期開発計画（2001-2023 年）の一部とし

て位置づけられているが、その中で、鉱業分野における生産および開発の強化、そのための先

端技術を用いた探査技術の開発や、環境分野において情報・データシステムの構築が重要な課

題として設定されている。また、JICA のトルコに対する国別事業実施計画重要５分野のうち、

４分野（環境、先進技術導入、南南協力、防災）が本プロジェクトで実施されている。ターゲ

ットグループの MTA の地質技術者はトルコにおける鉱物鉱床探査や防災・環境の地質的解析

を主な業務としている。日本で開発された ASTER 等の先進的リモートセンシング技術は、現

存する同技術の中でも上述の課題の解決に向けて有用性が高いことが実証されている。したが

って、日本およびトルコの政策面や移転技術面等の観点から妥当性は高いといえる。 

 

 



（２）有効性 

カウンターパート（C/P）が ASTER データを主とする先進的リモートセンシング技術に関す

る画像処理、空間解析、GIS、地質解析を習得したことで、MTA/RSC における鉱床探査の方

法や防災・環境（例、地滑り、地表被覆、海岸線変化、海表面温度、海水濁度）の診断法が確

立された。また、プロジェクト終了までに 16 から 19 地区の鉱床探査有望地域が抽出される見

込である。さらに、C/P は習得された技術を他機関、近隣諸国に研修を通じ移転できるように

なった（2004 年および 2005 年に第三国研修を実施、各年約 10 ヵ国、24 名が参加。また、国

内関係者を対象に７回、延べ約 500 名の研修を実施）。上記プロジェクトの成果により、プロ

ジェクト目標は達成見込みであり、有効性は高いといえる。 

（ただし、PALSAR を搭載した衛星の打上げが遅れたため、トルコのデータの取得がプロジ

ェクト期間中は難しくなってきており、SAR データの活用は外部条件による影響で不十分に終

わる。） 

 

（３）効率性 

C/P、専門家、供与機材、設備、ローカルコスト等の質・量およびタイミングは適切かつ良

好であった。毎年５月に実施する第三国研修の準備・実施に際して時間が割かれ、研修期間中

は現地踏査や短期専門家の受入など他のプロジェクト活動が制限を受けることから、プロジェ

クト活動の柔軟性が若干減少した面があるが、大きな影響はなかった。 

C/P に関しては当初計画においては核となるフルタイム C/P は４名の計画であったが、評価

時には８名にまで増強された。また、フルタイム C/P のなかにシステム・サービス部門の長を

組み込むことで迅速な機材保全が実施されている。供与機材に関してはプロジェクトの準備段

階から十分な検討がなされ、適切な選定が行われたため、すべての機材がフル稼働の状態であ

る。また、ほぼすべての機材を現地調達できたことで良好な保守サービスを受けている。ロー

カルコストに関しても、当初計画通り衛星データはトルコ側がすべて購入したことは勿論であ

るが、当初計画になかった OS の Windows 切替に伴うソフトウエアの更新もトルコ側が実施す

るなど、十分なローカルコストが手当てされた。こうした投入が成果の達成に大きく貢献した。

以上の点から効率性は極めて高いといえる。 

 

（４）インパクト 

プロジェクトの実施により、ASTER データ活用の有用性がトルコで認識されてきており、

RSC は 2005 年にはプロジェクトのケーススタディの他にも鉱物探査調査部、地質調査部、エ

ネルギー部等 MTA の各部と合計 14 の事業を実施、さらに 2006 年にも 15 の事業が計画されて

いる。また、2006 年にも第三国研修の実施が決定されている。MTA のライブラリーにおいて

RSC の成果品が公開され、データ配布制度が確立されていることなどから、上位目標は達成さ

れる見通しである。また、民間鉱山会社から画像処理解析やスペクトル測定の依頼を受けるな

ど、エンドユーザーに対するインパクトも発現している。さらに中東工科大学等の大学におけ

る講演や、学生に対する研修も要請により実施しており、国内の Sũleyman Demiley 大学や

Anatolian 大学との連携も実施あるいは計画されている。また、第三国研修を含む他機関への研

修に関しては、研修の継続が要望されるなど、参加者から非常に高い評価を得ている。以上の

点からインパクトは大きいといえる。 

 

（５）自立発展性 

MTA 内において 2006 年の事業として RSC と他部門との計画も立案されており、MTA 内に

おける一員としての役割が確立している。C/P が業務を通して作成したマニュアル等が完備さ

 
 



れ C/P 間の技術移転体制が確立されてきている。2006 年は事業が円滑に運営された 2005 年と

同等規模の予算が確保され、かつ機材の増強予算が省において審議中であるなど、財政的にも

政府の支援を得ている。 

以上のことから自立発展性は高いといえる。計画通り解析と実証を蓄積し、ユーザーに提供

することで RSC の自立発展性はいっそう担保される。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

・研修がグループ単位で実施され、経験分野の異なる C/P 間の相互技術移転による相乗効果も

発現した。 

・提供された ASTER データが最新の技術であり、かつ、精度の高さが事例研究を通じて実証

された。 

・長期・短期専門家に ASTER データ利用技術の第一人者を配置できた。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

・実施機関の幹部のリーダーシップが優れていた。 

・高い資質の C/P が真剣かつ積極的に活動に取り組んだ。 

・モニタリングがよく機能し、モニタリング結果が活動に反映された。 

 

３－４ 問題点および問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

   特になし 

 

（２）実施プロセスに関すること 

   ALOS 打上の遅延といった外部条件により、PALSAR データを使用した画像処理、解析の実

習が予定通り実施できなかった。 

 

３－５ 結 論 

PALSAR 実データの処理・解析が当初のプロジェクト期間中での実施が難しい点を除けば、C/P
は探鉱や防災・環境に必要な地質解析を行い、それらのプロダクツを提供できる能力を身に着けて

おり、概ね達成される見込みである。自立発展のための計画が検討され、すでに上位目標達成に向

けての活動も展開されはじめている。政府の一組織として組織・財務基盤は確固としており自立発

展性は高いと判断する。 

 

３－６ 提言 

（１）他省庁との協力関係の強化 

RSC の成果を防災・環境分野の意思決定に反映させるためには、他省庁との連携が重要であ

る。現在、省庁間で特に技術者間で先進的リモートセンシングデータ活用の連携がほとんどの

場合は個人ベースで検討されている。これを実現するためには各省庁の上層部との積極的な連

携と横断的な対策会議等の設置等による体制作りが望まれる。 

 

（２）研修体制の強化 

現在 RSC において、2006 年第三国研修の準備が行われているが、５月に実施される研修に

向けて C/P は 11 月から準備作業に従事し、さらに研修実施中は、現地踏査や短期専門家受入

など、他のプロジェクト活動に時間を割けないことから、プロジェクト活動の柔軟性が減少し
 



 
ている。一方、C/P の技術向上や先進的リモートセンシング技術普及のためには RSC における

研修事業は重要である。このため、研修運営業務の効率化にむけた研修モデルの策定等、今後、

RSC 職員の準備負担軽減のための方策を検討することが望ましい。 

 

（３）技術力の強化 

先進的リモートセンシングは技術進歩が急速であり、あるセンサーによるデータ取得年月に

も寿命がある。つねに新しい技術取得のために機材の更新はもとより、各国の関係機関との連

携を強化し、また国際的なセミナー、会合に RSC 職員を派遣するための十分な財政の確保を

長期的観点から検討することが望ましい。また、MTA リモートセンシングの先進的技術に対

応できるように、RSC の機器およびソフトウエアの更新を継続しなければならない。 

 

（４）国際協力への貢献 

これまでに本プロジェクトにより習得した先進的技術および国際協力を活かして、MTA は

他国に鉱物探査や自然災害防止の国際サービスや問題解決の支援を行うことができる。 

 

３－７ 教 訓 

・ケーススタディエリアをプロジェクト当初から設定し、ケーススタディエリアごとに C/P をグ

ルーピングすることで各 C/P のターゲットを明確にした。また、グルーピングの際は専門性の

異なる C/P を組み合わせることで、C/P 同士で技術の相互補完が効果的に行われた。 

 

・各活動細目ごとに成果物を設定し、達成度をきめ細かくモニタリングした結果、常に成果物を

意識した活動が C/P に定着した。また、きめ細かいモニタリングによって、進捗の齟齬が専門

家及び C/P 間で明確に認識され、迅速な対応にもつながった。 

 

・C/P の業務量の負荷という課題はあったものの、当該分野における技術協力プロジェクトと第

三国研修が効果的に並行して実施された。C/P は第三国研修に関するテキストやカリキュラム

の企画・構成、研修の実施という一連の業務を通じてプロジェクトで習得した自身の知識・理

解をよりいっそう深めることができた。 

 

３－８ フォローアップ状況 

・上述のとおり、当初のプロジェクト期間内では PALSAR データの取得が困難と見込まれる。し

たがって、プロジェクト期間を 2007 年３月末まで延長し、成果６の達成に関連して、PALSAR
データの処理及び解析を指導する短期専門家を派遣することで、未完となっている活動を補完

する方針である。 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ プロジェクトの概要 

（１）プロジェクト要請背景 

トルコ共和国（以下、「トルコ」と記す）は様々な鉱物資源を胚胎する地質環境を有しており、

鉱物資源調査・探査総局（MTA）が中心となり露頭鉱床の探査・開発が行われてきた。近年は、

より広域的な地形・地質情報に基づいた潜頭鉱床の探査が必要とされている。MTA は資源探査に

関する地形・地質情報の入手のため、1975 年リモートセンシング部門を設立しアナログ画像判読

を開始し、その後も設備増強により同部門の強化に努めている。 

しかしながら、潜頭鉱床探査のためのより広域的な画像解析やデータ処理を行うには、技術・

処理能力などの面から十分とはいえず、中・長期的な資源確保の基礎となる探査活動の実行が懸

念されていた。 

また、MTA は自然災害や鉱業分野での環境保全に関する基礎研究も行っており、近年は活断層

調査や地形変化モニタリングにもリモートセンシングを利用し、これら分野における解析技術の

高度化も課題としている。 

このような背景のもと、トルコ政府は、先進的なリモートセンシング技術及びそれに必要な設

備を導入することにより、より効率的に地質・地形情報などの調査を行うことを目的とする技術

協力を我が国に対し要請した。 

 

（２）プロジェクト期間 

   2002 年８月１日～2006 年７月 31 日 

 

（３）実施機関 

   （和）鉱物資源調査・探査総局 リモートセンシングセンター 

   （英）General Directorate of Mineral Research and Exploration（MTA）, Remote Sensing Center
（RSC） 

 

（４）上位目標 

   MTA/RSC（リモートセンシングセンター）がトルコおよび近隣諸国へ先進的リモートセンシン

グのサービスの提供を行なう中心的な役割を果たす。 

 

（５）プロジェクト目標 

   MTA/RSC は ASTER および（／または）PALSAR のような先進的リモートセンシングのセンサ

ーによって収集されたデータを用いて、鉱物資源探査、自然災害防止および環境保全を目的とし

た地質学的な解析ができるようになる。 

 
（６）成果 

  １．プロジェクトの活動単位（RSC）が確立される。 

  ２．衛星データの利用に必要な装置および衛星データが適切に稼働・維持される。 

  ３．鉱物資源探査のための ASTER データの画像処理がカウンターパートにより実行できる。 
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  ４．ASTER データを利用した鉱物資源探査の事例が蓄積される。 

  ５．GIS による空間解析がカウンターパートにより行なわれる。 

  ６．カウンターパートは、SAR および ASTER の信頼できる成果物を MTA その他の関係機関の職

員による災害解析の向上のために提供できる。 

  ７．カウンターパートは、最新のリモートセンシングデータの信頼できる成果物を MTA その他

の関係機関の職員による環境解析の向上のために提供できる。 

  ８．リモートセンシングセンターは研修コース実施のために必要な技術的な支援が提供できる。 

 

１－２ 調査団派遣の経緯と目的 

本調査派遣の目的は以下のとおりである。 

 

（１）プロジェクトのこれまでの成果、活動実績を確認し、実施プロセスを検証する。 

 

（２）評価５項目（妥当性・効率性・有効性・インパクト・自立発展性）の観点からプロジェクトを

評価し、効果発現に貢献した要因及び阻害要因を分析する。 

 

（３）プロジェクト終了の妥当性を検証するとともに、今後の活動について提言を行い、自立発展性

に向けた方向性について協議する。 

 

１－３ 調査団員構成 

氏 名 担当業務 所 属 

名久井 恒司 総括／団長 
国際協力機構経済開発部 

技術審議役 

鈴木 洋介 リモートセンシング技術
財団法人国際鉱物資源開発協力協会 

理事／国際協力本部長 

熊谷 研一 評価分析 
有限会社インターナショナル・コンサルテ 

ィングサービス 代表取締役 

池原 いつか 調査企画 
国際協力機構経済開発部 

資源･省エネルギーチーム 

 

１－４ 調査日程 

 2006 年２月 19 日（日）～３月５日（日）まで。 

日 程  
日 時 

熊谷団員 団長、その他団員 

１ 2/19（日） 
14:25 成田発（JL5091） 

23:00 アンカラ着（TK160） 

２ 2/20（月） 
評価方法説明 

長期専門家ヒアリング 

３ 2/21（火） 
長期専門家ヒアリング 

カウンターパート（C/P）ヒアリング

４ 2/22（水） C/P ヒアリング 
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５ 

 

 

 

 

2/23（木） ヒアリング 

①Mineral Exploration and Research 
Department, MTA 

②Geological Research Department, 
MTA 

③Mineral Analysis and Technology 
Department, MTA 

④Energy Raw Materials Department, 
MTA 

⑤Turkish Petroleum Corporation 
⑥中東工科大学 

６ 2/24（金） ヒアリング 

①防災総局 

②水資源総局 

７ 2/25（土） 資料作成 

 

８ 

 

2/26（日） 資料作成 14:25 成田発（JL5091） 

23:00 アンカラ着（TK160） 

（AM） 

団内打合わせ 

JICA トルコ事務所打合せ 

９ 

 

 

 

2/27（月） 

 

 

 （PM） 

MTA 総裁表敬 

長期専門家打合せ 

10 2/28（火） RSC／長期専門家との協議 

C/P によるプレゼンテーション 

11 3/1 （水） RSC／長期専門家との協議 

12 3/2 （木） 合同評価報告書・ミニッツ協議 

13 3/3 （金） 9：00 在トルコ日本大使館報告 

10：00 合同評価会・ミニッツ署名 

15：00 JICA トルコ事務所報告 

17：15 トルコ国家計画庁（SPO）報告 

14 3/4 （土） 15：00 アンカラ発（TK131） 

15 3/5 （日） 12：25 成田着 
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第２章 協議結果概要 
 

２－１ 団長所感 

本プロジェクトは、技術移転が効果的になされ、高い自立発展性が見込めるという点で高い成果が

得られたと評価できる。多くの成功要因の中で、特筆すべきは①良好な人間関係のもとで長期専門家

の指導力が発揮されたこと、②タイムリーな短期専門家の派遣及び C/P 研修がなされたこと、③C/P
である RSC 及びそれを包含する機関である MTA の組織及び職員の質が十分に高いこと、④受け身の

姿勢で技術を学んだのではなく自らの創意工夫で能力を伸ばしたこと、及び⑤日本側での支援体制が

確立され、専門技術の供給が十分になされたことがあげられる。 

 今後 RSC において充実すべき点は、地質調査や防災・環境分野への応用の点で専門家の交流深化な

ど関係部署との連携を進めることである。 

 外部要因で実施が遅れた PALSAR 技術の移転を行うために期間の延長が必要となり、延長期間中の

協力内容についての協議を行ったが、日本側の制約などの条件を先方はよく理解し、協調的な雰囲気

の中で速やかに合意に達した。これもプロジェクト実施期間中に構築された良好な関係の賜である。

延長期間中には短期専門家を２名派遣することが要請された。PALSAR データはようやく送信が始ま

ったばかりであり、その分析や処理を行う専門家を延長期間中に確保するのは容易ではないが、全力

をあげて選出に取り組まなければならない。 

 また、第三国研修における自主的な取り組みも RSC の取り組みの優れた点としてあげることができ、

テキストやカリキュラムの企画・構成や実施における創意工夫は高く評価できる。今後のトルコに対

する技術協力や他国における類似事業のモデルとして取り上げられて然るべきものと考える。 
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２－２ 協議結果概要 

確認項目 対処方針 調査結果 

（１）５項目評価 

・５項目評価のうち、特に自立発展

性の側面について、主に①MTA 内

外の関連組織との連携・共同事業

実施、②RSC 職員間相互の技術移

転等の観点から確認し、合同評価

報告書中に提言として盛込む。 

・５項目評価については、概ね良好

な評価結果が得られた。（付属資料

１．M/M のとおり） 

・PALSAR データの処理・応用に関

し、当初のプロジェクト期間中で

は技術移転が十分に完遂しないと

見込まれるが、データ取得の遅れ

はプロジェクトの外部要件による

ものであり、この点を除けば、プ

ロジェクト目標・成果の達成は見

込まれる。 

・左記①については、特に防災・環

境分野については、現時点ではス

タッフ間の個人的な情報交換のレ

ベルにとどまっているため、関連

する政府機関と組織レベルでの連

携を進めるべき旨を提言した。左

記②については、本プロジェクト

での習得項目を C/P 自身がマニュ

アルとしてまとめており、RSC の

スタッフが必要に応じて参照でき

るよう体制が整備されている。 

（２）PALSAR に関

する技術移転 

・2006 年度の技術移転計画を確認し、

投入が必要な短期専門家及びその

適切な派遣のタイミングについて

RSC と協議する。 

・なお、短期専門家の派遣に代えて

本邦研修により集中的に特定の

C/P に技術移転を実施する代替案

の提案もプロジェクトサイドより

あがっていることから、18 年度予

算で対応できる範囲内で効果的な

投入の組み合わせを RSC 側と確認

する。 

・技術移転内容については、RSC に

おける分析テーマ（地質解析、地

滑り解析等）の優先順位及び当該

テーマに対応するデータ処理手法

を確認する。 

・RSC 全体への PALSAR 技術の普及

という観点から短期専門家による

指導が効果的である旨を確認し

た。また、PALSAR データ取得後

の専門家派遣となるため、時期は

流動的となるが、当初のプロジェ

クト期間中での対応は困難であ

り、プロジェクト期間の延長の必

要性がある。 

・短期専門家の指導内容については、

①データ処理、②マルチポラリメ

トリ（多偏波）処理による地質解

析、インターフェロメトリ処理に

よる地形変動分析等に関する応用

が主要テーマとして確認された。 
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確認項目 対処方針 調査結果 

（３）プロジェクト 

延長の要否 

・プロジェクト期間を８か月程度

（2006 年度末まで）延長し、

PALSAR データが入手でき、かつ、

人材のリクルートが可能な適切な

時期に短期専門家の繰延べ派遣、

もしくは C/P 研修を実施すること

を提案する。 

・指導内容については、上記（２）

の検討結果を踏まえ、短期専門家

による主要指導項目もしくは C/P
研修内容についてミニッツで確認

する。 

・PALSAR データの入手及び関連技

術の移転のため、プロジェクト期

間を８か月間延長することが必要

である旨を確認。 

・延長期間中の投入内容については

②で記載した内容について、２名

の短期専門家により補完的に技術

移転を行うことが妥当である旨を

確認。 

（４）ASTER データ

の取扱い 

・「ASTER 配布規約」に則り、プロ

ジェクト終了後は JICAがこれまで

供与した ASTER データの利用権

を MTA に移管する手続きをとる

必要がある。上記を先方に説明し、

（財）資源・環境観測センターへ

のレター発行など必要な手続きに

ついて了解を得る。 

・左記について先方に説明し、了解

を得た。 

 

２－３ MTA におけるリモートセンシング技術に関する考察 

    鈴木 洋介（終了時評価リモートセンシング技術団員） 

 

（１）実績 

   MTA は、1975 年よりリモートセンシングの部門を立ち上げ、基礎的なリモートセンシング技

術の習得はなされていたが、地表に徴候を残す露頭鉱床の開発がほぼ終了し、地表に鉱床の指標

を見出しづらい潜頭鉱床の探査を推進するため、2002 年より開始された本プロジェクトでは、さ

らに解析性能の向上した ASTER データを中心に処理・解析技術が日本より導入され、地質との

対比などを通じて、解析と実証を行ってきた。 

   C/P 技術者には、フルタイムとパートタイムの技術者がおり、また本プロジェクトが始まる前

より LANDSAT などの衛星画像解析の実績を有する技術者、鉱床探査部、地質調査部からの移籍

技術者がおり、技術者のレベルが異なっている。 

   これらの技術者の組み合わせを行うことにより、お互いの技術の補完を行い、複数の解析地域

を設定し現地での検証まで行うことにより、技術レベルの違いの是正、互いの技術の移転の助け

としてきた。 

   ４地域のケーススタディ地域を選定し、技術者の配置を行い、技術の移転がなされてきた。そ

のうち、３地域は金属鉱床のポテンシャルについて、１地域はかなり広範囲の防災、環境モニタ

リングの技術の移転がなされた。金属鉱床の３地域について、それぞれの地区により存在する鉱

床の種類が異なることや、地表面での違い、すなわち地形、植生などが異なるため、習得する技

術が多少異なってくる。 
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（２）所感について 

  １）MTA の能力について 

    ASTER のデータの処理、解析に重きを置いてきた本プロジェクトは、ASTER データを用い

た地質調査への応用に十分対応できる能力を備えるにいたっている。 

   ・処理：プレゼンテーションに用いられた画像、展示してある画像等を観察すると、画像の作

成能力は十分あると思料される。 

   ・解析：プレゼンテーションで、各地域の地質、鉱床の概略及び鉱床の分布等の解説がなさ

れ、地質、鉱床と画像の関係を十分認識したものであったが、画像上のそれぞれの有望地域

での分析（画像上で有望と選んだ理由と現地での観察の違いなど）を明らかとしたほうが他

者への説得力は増すと考えられる。 

 

    金属鉱床の探査を進めるうえで、リモートセンシングの技術は万能ではない。ASTER 画像は

基本的に地表面で反射された太陽光線を受けて得られるもので、地下構造を探知するものでは

ない。特に、鉱徴地に分布の見られる粘土鉱物を感知することにより、鉱床探査の大きなツー

ルとして用いられてきた。また、得られた画像より岩石区分が行える場合があり、ある特定の

岩石に特有の植生を区分することにより、ラテライトニッケル鉱床の探査にも応用がなされて

いる。 

    探査すべき地域の特性（地形、植生等）、探査目的（鉱床の種類、鉱物種類等）及び探査計画

の立案にあたって、リモートセンシングの使い方を検討していくことが必要となる。また、画

像から得られた有望示徴と地質図との対比、及び現地調査の結果を当初予想と比較検討し、そ

の地域での画像の特性を定めていくことが重要かと思われる。 

 

（３）今後の課題 

   ASTER の画像解析の活用は、処理技術の取得がなされたので、今後は多くのプロジェクトへの

適用例を増やしながら、高度な調整を要する技術の習得、開発に努めることにある。 

   PALSAR については、衛星の打ち上げが遅れたためプロジェクト期間内の PALSAR データの取

得が困難となった。防災、環境への応用が期待される PALSAR データの処理、解析は、日本にお

いてもデータの取得が始まったばかりであり、今までの研究の成果を試している時期であるので、

PALSAR の技術者がまだ少なく、現状の業務に追われていることから、テーマを絞った形での技

術移転が望ましい。 
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第３章 評価結果 
 

３－１ 終了時評価の方法 

（１）評価設問 

   以下を主要な評価設問として設定した。 

  １）プロジェクトの成果により、どのような探査方法、及び、防災環境上の危険確立の高い地域

の診断法が確立されるのか？ 

  ２）先進的リモートセンシングデータの活用によって得られた画像や地質解析、探査法や診断法

の有効性、精度は専門家やユーザーによってどのように評価されているのか？ 

  ３）プロジェクト終了後の自立発展性について、移転された技術を普及させるための組織・体制、

活動は明らかになっているか？ 

 ４）インパクトの観点からは鉱山会社や防災・環境関連団体等が ASTER データの活用の関心を

高めているか？ 

 

（２）評価の方法 

   評価はプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）を根拠に以下の５項目に関し実施する。 

  １）妥当性 

    プロジェクトの目指している効果（プロジェクト目標や上位目標）が受益者のニーズに合致

しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日本側の政策との整合性はあるか、

プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金である ODA で実施する必要があるかな

どといった「援助プロジェクトの正当性・必要性」を評価する。 

  ２）有効性 

    プロジェクト目標は達成され、それらはプロジェクトのアウトプットの結果もたらされたも

のであるかを評価する。 

  ３）効率性 

    主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されているかを評価す

る。 

  ４）インパクト 

    プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的・間接的効果や波及効果を評価する。予

期していなかった正・負の効果・影響を含む。 

  ５）自立発展性 

    援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは持続の見込は

あるか）を評価する。 

 

（３）データ収集方法 

   本調査においては以下を情報源として活用した。 

  １）プロジェクト開始前及びプロジェクト期間中に双方で合意された文書 

   ・Record of Discussion（R/D） 

   ・Minutes of Meeting（M/M） 

   ・Tentative Schedule of Implementation（TSI） 
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   ・Detail Plan of Operation（DPO） 

   ・プロジェクト・ドキュメント 

   ・中間評価報告書 

   ・プロジェクト報告書（モニタリング報告書、合同調整委員会議事録等） 

  ２）PDM 

  ３）双方の投入記録及びプロジェクトの活動記録 

  ４）統計資料 

  ５）C/P、専門家、その他関係者との面談及び質問票 

 

３－２ プロジェクトの実績 

＜要約＞ 

・計画に対し適切な投入が行われた。 

・計画された活動はほぼすべて実施される（ただし、PALSAR の打ち上げが遅れたため、InSAR の多

時期データの取得はプロジェクト期間中には困難であると考えられる。 

・外部条件に阻害された SAR データの活用に関する成果を除いて、設定された成果は概ね達成される。

・プロジェクト目標は達成される見込みであり、実施プロセスも優れている。 

 

 ３－２－１ 日本側投入 

 （１）専門家（付属資料１の ANNEX３参照） 

   １）長期専門家 

     R/D（以下、「当初計画」と記す）のとおり、チーフアドバイザー１名、調整員１名、画像

処理１名、地質リモートセンシング１名（2005 年に交代、延べ２名）がほぼ全期間にわたり

配置された。 

   ２）短期専門家 

     当初計画通り６つの分野（①熱赤外解析、②ASTER データによる DEM 処理、③SAR デー

タによるインターフェロメトリ解析、④環境解析 DEM、⑤GIS による空間解析、⑥写真地質）

の技術移転に平成14年度（JFY2002）３名、平成15年度（JFY2003）５名、平成16年度（JFY2004）

３名、平成 17 年度（JFY2005）３名、合計 14 名が派遣された。 

 

 （２）機材供与（ANNEX４参照） 

    当初計画通り、画像処理及び地質リモートセンシングに必要なコンピューター、プリンター、

プロッター、スペクトロメーターといった機器や ENVI、ArcView、TNT Mips ほかのソフトが

供与された。 

    機材供与の総額は 89,250 千円であった。 

 

 （３）C/P 研修（ANNEX５参照） 

    当初計画において C/P 研修は年間１、２名、期間は数週間から１か月としていた。平成 14

年度（JFY2002）３名、15 年度（JFY2003）２名、16 年度（JFY2004）２名、17 年度（JFY2005）

１名（２名予定したが１名は家庭の都合で中止になった）、合計８名に対して C/P 研修が実施

された。研修期間は幹部クラス３名に対しては約２週間、その他の C/P に対して約３週間強で

あった。したがって、当初計画通りの研修が行われたといえる。 
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 ３－２－２ トルコ側投入 

 （１）C/P（ANNEX６参照） 

    下表に C/P の配置を示す。コアとなるフルタイム C/P の数は計画に比し倍増されている。 

 フルタイム C/P パートタイム C/P 合計 

R/D 4 9 13 

2005 年末時点 8 5 13 

 

 （２）施設、設備 

    当初計画に基づき、専門家執務室、国際電話線、インターネット、既存機材等が提供された。 

 

 （３）ローカルコスト（ANNEX7.1 及び 7.2 参照） 

    当初計画、実績（米ドル換算、及び新トルコリラ）を下表に示す。各年とも当初計画を上回

っている。これは主として OS を UNIX から Windows への転換や、ソフトウエアのバージョン

アップにかかわる経費である。 

（千ペソ） 

 TFY2002 TFYY2003 TFY2004 TFY2005 TFY2006 

R/D（×103US$） 19.0 139.5 132.5 137.2 92.0 

実績（×103US$） 111.5 183.1 216.7 147.3  

実績（×103YTL） 178.4 293.0 325.1 206.4  

 

 ３－２－３ 活動（ANNEX12 参照） 

  活動 6.3 及び 6.4 の PALSAR InSAR を用いた地表変動地域の抽出及びその ground truth 等による

その検証を除けば、計画された活動はすべて完了する。 

  2005 年２月に見直された PDM では外部条件として「PALSAR が打ち上げられそのデータが 2005

年末以前に入手できるようになる」とあるように、PALSAR の打ち上げは遅くとも 2005 年前半と予

想されていたが、結局打ち上げは 2006 年１月 24 日までずれ込んだ。データは４月後半から配布さ

れる予定となっている。データの取得まで３～６か月かかる見込みである。地形変動を把握するに

は多時期の SAR データが必要とされるが、プロジェクト終了までにトルコのある地域の多時期デー

タの取得はプロジェクト期間内には難しいと考えられている。したがって、6.3 及び 6.4 の完了は

難しいと考えられる。 

 

 ３－２－４ 成果 

 （１）成果１「プロジェクトの活動単位（RSC）が確立される。」 

   ・中間評価の時点ですでに成果１は達成されていた。中間評価以降においても、指標を満足し

ており、RSC は確立しているといえる。 

   ・投入で述べたように RSC の C/P 及び専門家、提供された建物・施設・機材、予算は当初計

画通りもしくは増強しており、適切に手当てされている。 

   ・確立された方式に基づいたきめ細かいモニタリングが半年に１回実施されている。また、合

同調整委員会は年１回開催され、活動報告及び計画が討議・承認されている。 
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 （２）成果２「衛星データの利用に必要な装置および衛星データが適切に稼動・維持される。」 

   ・中間評価の時点において成果２はすでに達成されていた。また、現時点においても利用・機

器のメインテナンスも良好であることがモニタリング報告書、プロジェクトの記録（ANNEX
４）、及び直接観察により確認できた。 

 

 （３）成果３「鉱物資源探査のための ASTER データの画像処理がカウンターパートにより実行で

きる。」 

   ・指標は 2004 年までに主要な部分の技術移転が行われることである。この成果に関して６項目

（付属資料１の PDM の活動項目参照）が実施され、2004 年度末にほぼ技術移転が完了した。

C/P の技術、知識の習得状況に関して、専門家はこれら６項目のノウハウを C/P は習得した

と評価している。C/P 幹部による C/P のソフトウエア別の（PCI Geomatica、Erdas Imagine、
ENVI）画像処理技術の習得度評価は、当分野 C/P のうちプロジェクト当初からのフルタイ

ム C/P３名はいずれのプログラムを用いても上級の技術処理ができるとしている。他のフル

タイム C/P も ENVI を除けばほぼ全員が上級レベルの処理ができると評価されている。パー

トタイム C/P は新入の１名を除けば Erdas Imagine については上級レベルの処理ができるよ

うになっている（ENVI に関してはハイパースペクトルの習得を目的としており、ASTER デ

ータの処理に関しては他のソフトで対応できるため、プロジェクト終了までに全員が高度な

レベルにまで到達することは要求されない）。 

   ・成果３で得られた画像処理技術をベースに成果４に関する成果物が C/P により作成されてお

り、C/P により画像処理ができるようになったことは明白である。したがって、成果３は達

成されている。 

 

 （４）成果４「ASTER データを利用した鉱物資源探査の事例が蓄積される。」 

   ・指標は「2006 年までに GIS により３つの地域をカバーする 120 シーンの ASTER データが処

理され、判読される」ことにある。ただし、この 120 シーンは概算であり、詳細検討の結果

96 シーンでカバーできることが判明している。現在、鉱業用画像処理の進捗状況は終了時評

価時点において 60 シーンの画像処理が終了している（ANNEX８及び９参照）。C/P、長期専

門家の計画ではプロジェクト終了までに 76 シーンの画像処理、解析が終了する。地質リモー

トセンシング専門家によれば、現在技術移転は有望探査地域の抽出作業に集中しており、そ

のために必要なシーン数は 33 であり、処理シーン数よりは解析の質的向上に方向転換されて

いるとのことであった。この方向性のほうがよりプロジェクト目標に整合しており重要と判

断する。また、ケーススタディ地域の収集データの整理検討及び GIS 解析のためのデータ編

集も実施されており、目標である 180 件はほぼ達成する見込みである。また、ground truth
も選択的に実施され、C/P は ASTER データとの対比を行いその特色、留意点を習得した。 

   ・この成果に関する C/P の知識及び技術の習得度に関し、専門家は習得できていると評価、ま

た C/P の自己評価によれば、フルタイム C/P はほとんどが「完全」にあるいは「ほとんど」

習得していると評価している。 

    以上のことから、成果４は達成されると判断できる。 

 



－12－ 

 （５）成果５「GIS による空間解析がカウンターパートにより行なわれる。」 

   ・指標は「2004 年までに GIS による空間解析技術の重要な部分の技術移転が完了する」ことで

ある。GIS 重要部分の技術移転は主として短期専門家により 2004 年末に完了している。トル

コ側のプロジェクト・マネージャー及びコーディネータの 2005 年５月時点の５段階評価（レ

ベル３で及第点）によれば、最高の評価がレベル４～５で２名、１人（2003 年半ばより参加）

がレベル２、他は３～４で、ほぼ全員が技術を習得している。 

   ・なお、C/P はこの技術を活用して、成果４の成果物を作成している。したがって、この成果

が達成されていることは明らかである。 

 

 （６）成果６「カウンターパートは、SAR および ASTER の信頼できる成果物を MTA その他の関係

機関の職員による災害解析の向上のために提供できる。」 

   ・成果６は達成される見込みである。ただし、PALSAR の InSAR データを利用した地表変動抽

出の成果に関しては、プロジェクト期間内で適切なデータ取得の可能性が低い。 

   ・指標は「2005 年までに自然災害地域解析の重要な部分の技術移転が完了する」ことである。 

   ・手法の技術移転に関しては ASTER、SAR ともに完了している。この分野（環境も担当）の

フルタイム C/P３名（現プロジェクト・マネージャーを含む）の画像処理や GIS に関しては

すでに知識を習得していると専門家は評価している。また、C/P 幹部による評価では GIS の

応用能力は１名がレベル４～５、２名が３～４である。画像処理ソフトの使用に関しての C/P
幹部の評価では１名が３つのソフトを、２名が ENVI を除くソフトについて、上級レベルの

処理ができるとしている。技術習得度に関しては ASTER ケーススタディ（応用）として

ASTER データを用いた Çanakkale 地域の地滑り解析が行われた。また、GIS を利用して、

Asarsuya 地域の地滑り危険地域の抽出等も行われており、ASTER 及び GIS の技術が習得され

ているのは明らかである。InSAR データの活用に関して画像処理の専門家は、InSAR の技術

移転は JERS-1 データ及び ERS1、ERS2 データで実施されており、PALSAR データが入手で

きれば、画像処理できる基礎はできていると評価している。 

 

 （７）成果７「カウンターパートは最新のリモートセンシングデータの信頼できる成果物を MTA
その他の関係機関の職員による環境解析の向上のために提供できる。」 

   ・指標は「2004 年までに自然災害地域解析の重要な部分の技術移転が完了する」である。この

技術移転は 2004 年までに完了しており、C/P の技術習得の度合いに関してはすでに成果６で

述べている。 

   ・この分野においては重要な部分の技術移転は完了しており、C/P の技術習得の度合いに関し

てはすでに成果６で述べている。移転された技術を用いて Bafra 及び Carşamba デルタの海岸

線の変化が解析された。IstanbulのAgaçli鉱山における地表変化が解析された。また、Çanakkale
及び Bosphorous（Istanbul）地域における海表面温度、海水の濁度解析、Soma 地域等におけ

る露天掘炭鉱周辺の地表環境変化などの解析が行われている。 

    以上の事実から、成果７は達成されていると判断できる。 
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 （８）成果８「リモートセンシングセンターは研修コース実施のために必要な技術的な支援が提供

できる。」 

   ・指標 8.1「2004 年および 2005 年に計画されている２回の第三国研修（TCTP）の質」につい

ては、2004 年は５月３日から 27 日まで研修が実施され、10 ヵ国 24 名が参加し、８名のフル

タイム C/P が講師を務めた。また、2005 年は５月２日から 27 日にかけて実施され 10 ヵ国

24 名が参加し、８名のフルタイム C/P が講師を務めた。JICA トルコ事務所が実施した TCTP
の評価報告書によれば、「全参加者はリモートセンシング及び GIS に関する貴重な情報が得

られたことに感謝している。また、こうした技術は第三国においては実施に着手したばかり

であり、多くのことを学びかつ国内に普及させるために今後も継続してほしいとの要請があ

った」。 

    このことから研修は質的にも第三国の要望を満たしていたと考えられる。 

   ・指標 8.2「他のリモートセンシングの回数および質」については、プロジェクト期間中に MTA
が主催する７回の研修（TCTP を除く）が開催され、延べ 500 名が参加した。すべての研修

において C/P が講師を務めた。セミナーに参加した中東工科大学の教授や地質コンサルタン

トは講演内容がよかったと評価している。 

    以上のことから成果８は達成されているといえる。 

 

 ３－２－５ プロジェクト目標 

  以下の点からプロジェクト目標は達成できると判断する。 

 

 （１）先進的リモートセンシングデータ利用技術を活用した鉱物鉱床探査方法が確立された。この

指標は、先進的リモートセンシングデータ利用技術の探査への適用がトルコにおいて確立する

ことを意味している。すなわち、C/P が画像処理から GIS の適用までの諸作業を実施、探鉱に

必要な地質情報の解析を行い、そのプロダクツを提供できるようになることである。C/P はケ

ーススタディ及び地質探査部等の依頼ですでにこの一連の業務を実施している。専門家はプロ

ジェクト当初から在籍している C/P は自力で十分業務をこなせるようになっており、残りの

C/P もプロジェクト終了までにはそのレベルに到達すると評価している。 

 

 （２）先進的リモートセンシング技術を活用した防災・環境上、危険確立の高い地域を診断する方

法が確立された（ANNEX８～11 参照）。この指標も前指標と同様にトルコにおいてリモートセ

ンシングデータ利用技術が環境や防災への適用がトルコにおいて確立することを意味している。

すなわち、C/P が画像処理から GIS の適用までの諸作業を実施、防災・環境に必要な地質解析

を行い、そのプロダクツを提供できるようになることである。C/P は与えられたケーススタデ

ィにおいて一連の作業を実施し、５件が完了、プロジェクト終了までにさらに２件の完了が見

込まれている。専門家はこれらの C/P は地滑り、海水表面温度、海水濁度、鉱山の地表被覆の

解析を自力で行えるようになっていると評価している。 

 

 （３）C/P により鉱物探査有望地区が抽出され、次調査ステップのプロポーザルが作成中である

（ANNEX10 参照）。現在、ケーススタディ地域から抽出された有望地域の解析が実施されてお

り、４箇所の解析が終了した。有望地域の多くは、GIS 処理中でプロジェクト終了までに 16 箇



－14－ 

所から 19 箇所の有望地域に関するプロポーザルが提出される。 

 

 （４）先進的リモートセンシングに関する他機関及び第三国研修用のカリキュラムや広報手段が開

発され提供されている。また、プロジェクトで作成されたカリキュラムや教材を用いて各種の

研修が実施された。さらに、広報用にプロジェクト紹介のパンフレット、ホームページ、ビデ

オ等が作成され、提供されている。 

 

 ３－２－６ 実施プロセスの特記事項 

 （１）活動 

    本プロジェクトにおいては C/P を画像処理、地質リモートセンシングという専門別に配置せ

ず、ケーススタディ地域でグループ分けし、そのグループの中に画像処理、地質の専門家を配

置した。そして、両者が補完しながら、技術の習得を図ることでプロジェクト目標の達成に相

乗効果が発現されている。 

 

 （２）機材の供与 

    プロジェクトの準備段階から、現地調達の可能性が追及され、その結果主要機材のほとんど

を現地調達し、またソフトウエアの市販品購入で保守サービスの円滑化、及びコスト節減を果

たした。 

 

 （３）ローカルコスト 

    OS の切り替えに伴う経費等で当初計画を上回るローカルコストが投入され、プロジェクトの

円滑・効率的な運営が維持された。また、ASTER データ購入に関しても当初計画通りトルコ側

が購入した。 

 

 （４）コミュニケーション 

    C/P と専門家のコミュニケーションを円滑にするため、月例のテクニカルミーティングが開

催された。 

    また、アンケートやインタビューに対し専門家及び C/P は共に良好な関係が保たれたと回答

している。 

 

 （５）モニタリング 

    モニタリングは年２回実施されている。モニタリングの指標は詳細活動に各々の目標が設定

されており、きめ細かい評価が行われている。モニタリングの結果は双方で協議され、活動に

反映されており、モニタリングがプロジェクト成果の達成に寄与している。 

 

 （６）相手国実施機関のオーナーシップ 

    ローカルコストでも明らかなように実施機関の責任者は積極的にプロジェクトに取り組んで

いる。 
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３－３ ５項目評価結果 

 ３－３－１ 妥当性 

＜要約＞ 

国家開発計画において、鉱業分野における生産及び開発の強化は重要な課題であり、そのため先

端技術を用いた探査技術の開発は重要である。また、環境分野において情報・データシステムの構

築は重要な課題である。日本で開発された ASTER 等の先進的リモートセンシング技術は、現存す

る同技術の中でも上述の課題の有用性が高いことが日本での研究・応用で実証されている。したが

って、プロジェクト目標、上位目標は国家政策と整合している。 

 

  以下のことから妥当性は高いと判断する。 

 

 （１）プロジェクト目標及び上位目標はトルコの国家政策に合致している。 

    本プロジェクトが第８次国家開発５ヵ年計画（2001～2005 年）に沿ったものであることはプ

ロジェクト・ドキュメントで確認されている。すなわち、トルコは本計画において同国の豊富

な地下資源を、先進的技術を利用した探査技術により開発し、生産することを主目的の１つと

している。また、環境の重点政策の一つに環境情報・データシステムの構築があり、このため

には先進的リモートセンシングや GIS の活用が有用である。 

    第８次計画はまた2001年から2023年までの長期開発計画の一部として位置づけられており、

現在、第９次国家開発計画を作成中であるが、この方針に変更はなかろう。 

 

 （２）ターゲットグループの選定が適切である。 

    ターゲットグループは MTA の地質技術者である。MTA の主要な事業は鉱物資源探査、評価

であり、また地質分野の観点から政府に自然災害・環境に関するアドバイスを行うことも課せ

られている。したがって、ターゲットグループの選定は適切である。 

 

 （３）日本の援助政策に合致している。 

    JICA の国別事業実施計画で明記されているトルコに対する援助重点５分野のうち①環境改

善、②経済社会開発促進のための人材開発（先進技術導入ほか）、③南南協力支援（第三国研修）、

④地震災害復興及び防災体制強化の４分野に関する支援が当プロジェクトで実施されている。 

 

 （４）日本の技術の比較優位性が高い。 

    日本では1980年代よりLANDSAT-TMで得られたマルチバンドデータを用いた地質判読のた

めの画像処理に関する研究が、地質調査所、金属鉱業事業団〔現、独立行政法人石油天然ガス・

金属鉱物資源機構（JOGMEC）〕、資源・環境解析センター（ERSDAC）、大学、金属鉱山会社で

行われてきており、豊富な技術が蓄積されてきている。ASTER センサーはこうした日本の技術

的な背景を基に開発されたものである。また、ASTER データの入手が可能になって以来、日本

では地質のみならず防災・環境等多分野において、ASTER データが利用され成果を上げている。

また、日本は JERS-1 やその他の SAR データの解析技術を有している。 

    また、日本はこれまでに JICA-MMAJ のプロジェクトとして 1973 年以降６件の金属鉱物資源

基礎調査や、1992～2000 年まで ERSDAC がリモートセンシングを用いた鉱物資源探査及び地

熱探査の共同研究を MTA と実施したことがあり、現地における地質情報にも詳しい。 
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 ３－３－２ 有効性 

＜要約＞ 

鉱床探査の方法や防災・環境の診断法が確立され、鉱床探査有望地域が抽出されている。また、

C/P が習得された技術を他機関、近隣諸国に研修を通じ移転できるようになった。したがって、プ

ロジェクト目標の達成はプロジェクトの成果によるものである。 

（ただし、PALSAR を搭載した陸域観測技術衛星（ALOS）の打ち上げが遅れたため、トルコのデ

ータの取得がプロジェクト期間中は難しくなってきており、SAR データの活用は外部条件による影

響で不十分に終わる。） 

 

  以下のことより有効性は高いと評価できる。 

 

 （１）成果は達成されている。（「３－２－４ 成果」参照） 

 

 （２）プロジェクト目標は達成される。（「３－２－５ プロジェクト目標」参照） 

 

 （３）アウトプットのプロジェクト目標達成に対する貢献度は大きい。 

   ・各グループにおいて C/P は移転された技術・機材を利用して、所与の地域において、画像処

理、地質解析を実施、その結果、鉱物鉱床探鉱への先進的リモートセンシングデータの活用

が有用であることを確認し、探鉱への活用を可能にし、かつ有望地区の探鉱のプロポーザル

が可能になってきている。 

   ・防災・環境分野のケーススタディからも地滑りの分野のモニタリングにおける活用が有効で

あることを確認し、防災・環境分野の先進的リモートセンシングデータの活用を確立した。 

   ・C/P は第三国研修やその他の研修において、移転された技術を他国や他機関の職員を指導し

た。それらの研修は研修生により高く評価されている。 

   ・ANNEX11 に示すように 2005 年は MTA の他部署の要請に 14 件 ASTER データの画像を提供

している。このよう RSC は先進的リモートセンシングデータの提供機関としての機能を確立

している。 

 

 （４）外部条件に阻害され、SAR の活用に関する部分では有効性を発揮できなかった。 

    PALSAR 打ち上げの遅れに関しては活動及び成果の項で述べた。このため、特に防災・環境

分野におけるトルコの SAR データを用いての実証ができていない。 

 

 ３－３－３ 効率性 

＜要約＞ 

 配置された C/P の配置は適切で、専門家はタイミングよく派遣された。また供与された機材は効

率的に活用され、メインテナンスに関しても現地調達の利点により円滑に行われた。また、ローカ

ルコストもほぼタイミングよく、十分な費用が手当てされた。これらが成果の達成に貢献している。

 

  以下のことより効率性は高いと判断する。 
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 （１）専門家の派遣人数、専門分野、派遣時期は適切であった。 

    長期専門家の派遣人数、専門分野は当初計画通りであった。長期専門家は、専門分野に関し

て豊富な知識、技術経験を有する人材の中から選ばれている。 

    短期専門家は当初計画に則り６項目（「３－２－１ 日本側投入の（１）の２）」参照）にお

ける長期専門家を補完する講義・実技・現地調査を行った。派遣のタイミングについては、技

術移転の進行を吟味しながら実施された。短期専門家として日本でも先進的リモートセンシン

グデータ利用技術に関する第一線の研究者・技術者が派遣された。 

 

 （２）供与機材の種類、量は適切であった。 

    供与機材の種類、量は当初計画通りであった。性能及び価格に関してプロジェクト開始前か

ら十分精査されている。機材を現地調達、ソフトは市販ソフトにしたため保守サービスも円滑

に行われた。現在、供与されたほとんどすべての機器がフル稼働の状態であり、質・量ともに

適切であったことが実証されている（ただし、ソフトの中にはバージョンアップによりその役

割を終えたものがある）。 

 

 （３）C/P 研修の受入れ人数、分野、研修内容、期間、受入れ時期は適切であった。 

    C/P 研修の人数、期間は量的には計画の上限近くあてられた。また、研修期間や研修内容に

関しては双方の間で十分な検討が行われ、各 C/P の業務に沿うように工夫された。研修を受け

た C/P のほとんどがアンケートに研修期間は適当で、研修内容には満足しており、かつ、業務

に有益であったと回答しているが、研修期間が短く実習時間が十分とれなかったとの意見もあ

った。 

 

 （４）C/P の人数、配置状況、能力は十分であった。 

    MTA はパートタイム C/P をフルタイム C/P に切り換えることでプロジェクトにおける人的

資源の充実で成果の増強を推進してきた。専門家の評価によれば C/P は優れた資質を有してい

る。部長は C/P は野心的、意欲的であると評価している。また、プロジェクト開始前から画像

処理に携わっていたものがフルタイム C/P として配置されており、技術移転受入れの下地は形

成されていた。地質探査等の現地調査経験者も C/P に組み入れられて両者の協力は成果達成の

一因である。C/P にシステムサポート長が含まれていたことで機器の円滑、かつ迅速な保守が

行われた。 

 

 （５）ローカルコストが適切かつ十分に手当てされた。 

    「３－２－２ トルコ側投入」参照。 

 

 （６）建物・施設の質、規模、利便性に問題は生じていない。 

 

 （７）コストを比較できる類似案件はトルコにはない。JICA 案件においては、アルゼンチンの先進

的リモートセンシングプロジェクトと対比すれば、総コスト（ローカルコストを除く）ではほ

ぼ同規模であった。 
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 ３－３－４ インパクト 

＜要約＞ 

プロジェクトの実施により、ASTER データ活用の有用性がトルコで認識されてきており、MTA
内の各部局の要請による支援業務が実施されている。また、民間鉱山会社から画像処理解析やスペ

クトル測定の依頼を受けるなど、エンドユーザーに対するインパクトも発現している。他方、国内

の大学との連携が実施あるいは計画されている。また、第三国研修を含む他機関への研修が実施さ

れ、参加者から非常に高い評価を得ている。 

 

  以下のことから正のインパクトは高いといえる。 

 

 （１）上位目標は達成される見通しである。 

   １）指標１「2008 年までに MTA/RSC で作成された解析データが新規鉱床発見のための投資や

自然災害防止や環境等種々の公共政策の意思決定に活用される。」は達成される可能性がある。 

     この指標は 2008 年までに MTA 各部において、ASR の有用性が実証され、ツールとして定

着することを意味している。 

     ARS データの活用は有効性の項で前述したように、すでに MTA 内部において始まってい

る。そして ASTER データから得られる地質情報量の豊富さやデジタル標高モデル（DEM）

の利便性は各部に認識されてきている。また後述するように、2006 年以降も各部とのプロジ

ェクトが計画されており、ツールとして定着することが期待できる。つまり、ASR を利用す

る地質技術者数が増加、また、現地調査を通じて特徴が理解され用途が定着していくものと

考えられる。 

     また、C/P マネージャーは新設されたトルコ国家写真測量・リモートセンシング連合

TUFUAB（Turkish National Photogrammetry and Remote Sensing Union）の第８分科会（リモ

ート・センシング及び政策）の責任者の一人に任命された。このことから、地質探査におけ

るリモートセンシング技術に対する政策の提言の基礎が構築されたといえる。 

   ２）指標２「2008 年までにデータ配布制度が確立され、先進的リモートセンシングのデータを

解析した基礎データが鉱業、その他の機関に提供される。」は達成される見通しである。 

     RSC においてデータ配布制度（ウエブサイト、手続き、サービス内容、サービス料金等は

確立しており、提供可能な状態にある。また、プロジェクトの成果品は MTA のライブラリ

ーにおいて公開されている。 

   ３）指標３「2008 年までに環境および自然上危険度の高い国内の重点地域の解析が蓄積され、

かつ、他機関の要請があれば直ちに付加解析が行なえる。」は達成される見通しである。 

     RSC はプロジェクト終了後のケーススタディ項目として重点地域の地表被覆、地滑り感応

性、海岸線の変化、森林破壊等をテーマとして、専属人員３名で、毎年１～２件を完成させ

ていく計画を有している。このうち、地滑りに関しては日本の組織（ERSDAC 及び Geotechnos）
との２共同事業も実施されている。また、PALSAR の技術に要員を増強配置することを検討

している。 

   ４）指標４「2008 年までに、プロポーザルに基づいて抽出した地域の調査実績。」は達成され

るであろう。 

     鉱物調査探査部はプロポーザルの措置について「一般的にはプロポーザル受領後にチェッ

クを行い有望であれば、詳細調査のあと、探鉱が開始される。」とコメントしている。したが
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って、プロポーザルは探査部の業務に組み込まれチェック及び調査の結果が RSC に報告され

ることは確実である（調査の期間は、対象地域の既知情報量、対象面積、対象鉱床、予算等

によって異なってくるため、2008 年までに完了できるか、どうかは不明である。この指標に

おいては期間よりむしろ、プロポーザルを鉱物調査探査部と RSC 間のフィードバックシステ

ムが重要である）。 

 

 （２）波及効果 

   １）MTA の他部局の依頼で 2005 年に 14 件の画像解析を実施した。鉱物探査、防災・環境のほ

かにもエネルギー部の地熱プロジェクトのサポートも実施している。 

   ２）民間企業から海表面温度及び鉱物調査の解析依頼があり実施した。 

   ３）以下の大学や機関から講演・研修依頼があり実施した。 

    ・Middle East Technical University 
    ・Van 百年大学 

    ・JICA-Net（Japan- Malaysia-Thailand-Turkey） 

    ・Chamber of Geology of Turkey 
    ・TIKA（トルコ国際協力協会）招聘のエチオピアエネルギー・地質省職員 

 

 （３）以下の大学と共同プロジェクトを実施あるいは計画中である。 

   ・Sũleyman Demiley University 2003.10-2005.12 

   ・Anatolian University 2006 

 

 （４）インタビューによると以下の機関、組織が RSC との連携を志向している。 

   ・石油公社：DEM の利用及び事前調査（概査）での ASTER 利用、ハイパースペクトラル技術 

   ・自然災害総局：ハザード図、リスク図作成（1:25,000） 

   ・水資源総局（DSI）：新水資源調査資源量評価プロジェクト 

    特に、水資源総局は近いうちに MTA 上層部に連携の申し入れをしたいと答えている。 

 

 ３－３－５ 自立発展性 

＜要約＞ 

RSC は先進的リモートセンシングデータ活用導入により地質解析力を強化している。この能力は

関連組織の RSC の技術に対する信頼性により裏付けられている。 

計画通り解析と実証を蓄積し、ユーザーに提供することで自己資金の創出も可能であり、RSC の

自立発展性は担保される。 

 

以下の点から自立発展性は高い。 

 

 （１）上位目標は達成される見込みである。（「３－３－４ インパクト」参照） 

 

 （２）政策支援の継続が期待できる。 

    妥当性のところで述べたように政府は鉱業部門においては、先端技術を用いた探査技術の開

発、防災・環境分野においては、情報・データシステムの構築を重要視しており、その政策に
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適合した RSC の事業に関する支援が期待できる。 

 

 （３）国際的に資源開発投機が高まっている。 

    中国におけるエネルギーや金属需要の逼迫を契機に、エネルギーや金属価格が上昇し、資源

開発投機が増加してきている。MTA において、トルコの鉱物資源賦存の有用なデータが提供で

きれば、鉱業投資（スーパーゴール）の一助になりうる。 

 

 （４）インタビューによれば、関連組織・業界は「３－３－４ インパクト」で述べたように先進

的リモートセンシングデータの活用を考えており、支援や連携が期待できる。 

 

 （５）プロジェクト終了後の管理、運営体制が明確である。また、運営能力が備わっている。RSC
は 2006 年以降の組織体制に関し、以下のような構想を有している。 

   １）人員：ほぼ現状維持。人員の入れ替えは定年退職によるものが主である。 

    （PALSAR 技術が確立すれば若干の増員を考える。） 

   ２）業務：鉱物調査探査部、エネルギー部、地質調査部との業務が主体 

    （2006 年は JICA プロジェクトを除けば 15 件） 

   ３）RSC 内部における技術移転方式：すでに技術交流の機運が生じており、また、個々の業務 

に関し、マニュアルが作成されており、どの C/P でもアクセスできるようにしている。 

   ４）広報活動：MTA/RSC で実施された各スタディは MTA のライブラリーにおいて研究者のみ

ならず、一般にも公開されている。他の広報活動としては MTA においてセミナー及びワー

クショップを開催している。さらに、大学・機関・民間会社の関係者間での人間関係を活用

した広報も行っている。 

   ５）地質調査部長は、RSC の自立発展を図るために改善を続けていきたいとインタビューにお

いて、RSC 支援を表明している。 

 

 （６）機材の活用、保守計画が策定されている。 

    2006 年度は省の予算増強姿勢もあり、本年度は画像処理機械の増強を申請している。長期的

には更新が主である。また、将来もサポートグループによる機材の保守が約束されている。 

 

 （７）適切な財務計画が策定されている。 

    プロジェクト期間は活動の展開に十分な資金が充当された。 

    現在、審議中であるが、2006 年の予算規模はほぼ 2005 年（206 千トルコリラ）（機械増強費

を除く）が見込まれ円滑な活動が約束されている。 

 

 （８）アンケート調査によれば、フルタイム C/P の約 70％が継続して RSC に勤務することを希望

している。 

 

 （９）自ら資金を創出し、上位目標を達成に導く方法は検討されている。 

    プロジェクトが終了した段階でプロダクトの販売増が構想されており、自己資金の創出によ

り、組織的な自立発展性はいっそう強化される。 
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 ３－３－６ 結 論 

プロジェクト目標は達成される。自立発展のための計画が検討され、すでに上位目標達成に向け

ての活動も展開されはじめている。政府の一組織として組織・財務基盤は確固としており自立発展

性は高いと判断する。 

 

  RSC に先進的リモートセンシングデータの活用が導入されたことで、RSC の地質解析能力は向上

し、探査、防災・環境への先進的リモートセンシングの活用の手法が確立した。また、先進的リモ

ートセンシングは RSC の研修により、他機関や、第三国の関心を集めており、解析の蓄積、実証に

より、RSC はトルコ、及び近隣諸国における先進的リモートセンシングデータ利用の中心的存在に

なることが期待できる。 

なお、上位目標の指標に政策の意思決定に活用されることが規定されており、今後その強化に努

めなければならない。 

 

３－４ 貢献要因の総合的検証 

貢献要因としては、ほぼ計画通りに実施された活動に加え次のことがあげられる。 

 

（１）実施機関の幹部のリーダーシップが優れていたこと。 

 

（２）研修がグループ単位で実施され、経験分野の異なる C/P 間の相互技術移転による相乗効果も発

現した。 

 

（３）提供された ASTER データが最新の技術であり、かつ、精度の高さが事例研究を通じて実証さ

れたこと。 

 

（４）長期・短期専門家に ASTER データ利用技術の第一人者を配置できたこと。 

 

（５）高い資質の C/P が真剣かつ積極的に活動に取り組んだこと。 

 

（６）モニタリングがよく機能し、モニタリング結果が活動に反映されたこと。 

 

 特に、本プロジェクトの目標とする効果を高めたものは、詳細活動までに数値等の具体的な目標を

定めその達成に努めたモニタリングや、ローカルコストの執行等において相手側の幹部の徹底した協

力姿勢等の実施プロセスの優秀さである。 

 

３－５ 阻害要因の総合的検証 

阻害要因としては、ALOS 打ち上げの遅延といった外部条件により PALSAR の実データを使用した

画像処理、地質解析がプロジェクト期間中に実施することが困難となったことがあげられる。 
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３－６ フォローアップ状況 

 PALSAR データの取得が大幅に遅れ、成果６に対応した PALSAR データの処理及び解析が当初プロ

ジェクト期間中に実施することが困難と判断された。このため、調査団と MTA は PALSAR データの

取得を確実に行えるようプロジェクト期間を 2007 年３月末まで８ヵ月間延長し、成果６に関連して、

PALSAR データの処理及び解析に関する短期専門家を補完的に派遣する方針を確認した。 
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第４章 総 括 
 

４－１ 提 言 

（１）他省庁との協力関係の強化 

   RSC の成果を防災・環境分野の意思決定に反映させるためには、他省庁との連携が重要である。

現在、省庁間で特に技術者間で先進的リモートセンシングデータ活用の連携がほとんどの場合は

個人ベースで検討されている。これを実現するためには各省庁に上層部の積極的な連携と横断的

な対策会議等の設置等による体制作りが望まれる。 

 

（２）研修体制の強化 

   現在 RSC において、2006 年第三国研修の準備が行われているが、５月に実施される研修のた

め、C/P は 11 月より準備作業に従事しており、プロジェクト活動の柔軟性が減少している。一方、

C/Pの技術向上や先進的リモートセンシング技術普及のためにはRSCにおける研修事業は重要で

ある。このため、研修の運営組織の構築、研修モデルの策定等、今後、RSC 職員の準備負担軽減

のための方策を検討することが望ましい。 

 

（３）技術力の強化 

   先進的リモートセンシングは技術進歩が急速であり、あるセンサーによるデータ取得年月にも

寿命上の限りがある。つねに新しい技術取得のために機材の更新はもとより、各国の関係機関と

の連携を強化し、また国際的なセミナー、会合に RSC 職員を派遣するための十分な財政の確保を

長期的観点から検討することが望ましい。また、MTA リモートセンシングの先進的技術に対応で

きるように、RSC の機器及びソフトウエアの更新を継続しなければならない。 

 

（４）国際協力への貢献 

   これまでに本プロジェクトにより習得した線的技術及び国際協力を活かして、MTA は他国に鉱

物探査や自然災害防止の国際サービスや問題解決の支援を行うことが望まれる。 

 

４－２ 教 訓 

以下の点が他の類似プロジェクト実施の際の教訓としてあげられる。 

 

（１）ケーススタディエリアをプロジェクト当初から設定し、ケーススタディエリアごとに C/P をグ

ルーピングすることで各 C/P のターゲットを明確にした。また、グルーピングの際は衛星画像処

理経験者と地質調査経験者といった専門性の異なる C/P を組み合わせることで、C/P 同士で技術

の相互補完が効果的に行われた。 

 

（２）各活動細目ごとに成果物を設定し、達成度をきめ細かくモニタリングした結果、常に成果物を

意識した活動が C/P に定着した。また、きめ細かいモニタリングによって、進捗の齟齬が専門家

及び C/P 間で明確に認識され、迅速な対応にもつながった。 
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（３）C/P の業務量の負荷という課題はあったものの、技術協力プロジェクトと第三国研修が効果的

に並行して実施された。C/P は第三国研修に関するテキストやカリキュラムの企画・構成、研修

の実施という一連の業務を通じてプロジェクトで習得した自身の知識・理解をよりいっそう深め

ることができた。さらに、第三国研修の実施によって、参加国におけるリモートセンシングの知

識・技術の波及と C/P 機関の当該分野での国外におけるプレゼンスの拡大に貢献し、技術協力プ

ロジェクトのインパクトの発現にもつながった。 



付 属 資 料 
 

 

１．署名済み協議議事録（合同評価報告書含む） 
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